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問題の所在
　日米経済摩擦によって，規制緩和ということが大きなテーマとなって
クローズアップされてきた。日本経済の成熟化に伴ってこの問題は重要
課題になってきている。日本全体の構造転換である。この構造転換がど
のような影響を国民生活に与えるであろうか。
　この小論で規制緩和が地域経済にどのような影響を与えるかと言うこ
とを明らかにしたい。
1．（1）規制緩和とは何か
　口本の許認可
　現在日本には約1万950件の許認可がある。許認可には用語がいろいろ
ある。許可，認可，免許，承認，指定，承諾，認定，確認，証明，認証，
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試験，検査，検定，登録，審査，届出，提出，報告，交付，申請……と
いったものである。この用語は全て行政による規制用語である。
　三五家と呼ばれる許認可官庁がある。トップが運輸省（1966件），次い
で通産省（エ915件），農林省（1357件〉，大蔵省（1236件），厚生省（1170
件）といった順である。この五省で全体の七割強を占めている。
　物の生産，流通，販売といったすべての経済活動に許認可という規制
が張りめぐらされている。生産面で見れば，自動車，石油，鉄鋼，電気，
土木，建築から農産物まで規制されている。物流面では，トラック，バ
ス，タクシー，鉄道，航空，船舶全てが規定されている。流通面では，
デパート，・スーパーなどが規制されている。経済全体に占める経済規制
域はGNPの四回目占めている［2］。
　行政指導による規制の増大
　ところで行政指導は「かくれ法令」「超法規」ともいわれている。許可，
認可，免許，届出制など一般的な規制は法令に基づいて為されている。
しかし，行政指導には何ら法的根拠はない。にもかかわらず行政指導は
絶大な威力を発揮してきた。法令に基づく許認可は行政指導によって指
導される。法令には用件が規定されているが，その判定に当っては，役
所に裁量権が委ねられており，用件が備わっているかどうかは行政指導
する側の判断で決まる。そこで許認可と行政指導が合わさる時，強大な
行政権が生ずることになる。
　自由経済体制を基本原理としている国民経済がかくも強大な行政権で
コントロールされている事態が今問題化しているのである。
（2）規制緩和への動き
規制緩和はもともと行政改革，財政再建の具体的手段として問題とな
ったが，その後E本の貿易黒字の拡大につれて，対外不均衡是正，内需
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拡大に対する内外からの要望が強まる中で，財政制約下における安上が
りな内需追加策としての「民活」の側面がクローズアップされるように
なった。
　それとともに米国からの市場解放要求，円高の進行に伴うデフレ・イ
ンパクトを相殺するための短期的，直接的な景気刺激策としても規制緩
和が注目されるようになった。
　1960年忌後半から次第に対米貿易不均衡が拡大する過程で，アメリカ
との問で貿易摩擦が強くなってきた。70年代前半までは，アメリカ国内
における企業の輸入規制提訴や輸入制限措置が増加するとともに，日本
に対する対米輸出自主緯制，輸出制限協定，輸出の競争維持協定（OM
A）等の実施および締結や円切り上げの要求が強かったが，70年代後半
になると日本に対する市場解放要求，関税，非関税障壁の緩和，撤廃要
求が強くなった。
　アメリカのこの態度変化は，日本の輸入（とくに製品輸入）が輸出に
比較してあまり上昇せず，貿易収支の不均衡がいっこうに解消しないこ
とにあった。アメリカやEC諸国は，日本市場に関税・非関税障壁が存
在し，これによってB本企業が国際競争から保護され，外国企業の日本
市場への参入が妨げられていると攻撃し，市場解放要求を強めることと
なった。
　アメリカ通商代表部の貿易摩擦報告書
　1989年4月アメリカ通商代表部は貿易摩擦報告書を提出した。日本に
対し，34項目にわたって貿易・投資障壁の撤廃，緩和を求めた。
　1．農産物等の輸入制限政策
　2．電気通信・医薬品等の基準認証や自動車等における保安・環境政
　　策
　3．スーパーコンピューター等の政府調達
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　4．特許，商標，著作権等の知的所有権制度
　5．サービス業，流通業，運輸業，金融業等における参入規制政策
　6．ハイテク分野の政府保護政策
　7．自動車産業や流通業晒における下請け・系列制度等を貿易・投資
　　障壁として指摘
　これらはいずれも日本の産業に関連した法制度及び日本の企業組織や
企業慣行に関連したものである。これらを広く「制度」と呼び，法制度
（立法・司法により法律，行政機関による法の運用・政策）を「フォーマ
ルな制度」，意思決定組織（企業組織や企業集団，下請け系列・流通系列
等の組織）および伝統的な慣習を「インフォーマルな制度」と呼ぶなら
ば，アメリカ通商代表部の対日通商要求項目はいずれも日本のフォーマ
ル・インフォーマルな制度の両方の変革を要求していると言える。
　これに対して，日本は貿易摩擦への対処の過程で制度の統一に向けて
努力してきた。1960年代における貿易・資本自由化措置，70年代以降に
おける輸入制限品目の削減，関税率の引き下げおよび税関手続きの簡素
化，80年代における臨調，旧行革審および新行革審による通商制度統一
のための一連の行政改革がそれである。とくに臨調では，電気通信や金
融業を中心とした政府規制の緩和や，金融業における企業行動基準の国
際的統一化に努力した。旧行革審では貿易制度（とくに検査，検定制度）
の国際統一化のための250項目にわたるアクション・プログラムを策定・
実施し，貿易障壁となる行政について苦情処理委員会を設置した。さら
に新行革審では経済的規制が実施されている全産業分野（流通，物流，
金融，情報通信，エネルギー，農産物等）にわたって規制緩和を勧告し，
さらに検査・検定制度および資格認定制度を中心に社会的規制について
の規制緩和措置を勧告した。行政官庁も貿易摩擦への対処の過程で多様
な政策で制度を変えようとする姿勢を示そうとした。
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　しかしこうしたレベルの「努力」は対外的に説得性を持たなかった。
いっこうに改善されない日米の不均衡構造が市場解放の要求をさらに強
め，日本も規制緩和を進めざるを得なくした。
　口本経済の成熟化と規制緩和の必要性
　経済的規制というのは自然独占分野や過当競争分野において，主とし
て資源配分効率の視点から企業参入・退出，価格，投資等を許認可制度
によって政府が規制することを言う。先進国では公共事業分野が経済的
規制の対象である。電気，ガス，水道をはじめ，運輸（鉄道，航空，通
運，海運），通信（郵便，電気通信，放送），金融（銀行，証券，保険）
等である。国によっては農業，石油精製，販売，航空機製造，建設業，
流通および特定の固有産業を含めるところもある。日本ではそれらのほ
とんどの分野が経済的規制の対象になっている。
　近年，主要国ではこれらの産業の経済的規制が緩和され，国有企業の
民営化が実施されてきた。日本でも金融，電気通信，運輸，石油精製，
販売，たばこ販売等の分野で規制緩和が実施され，三公社を中心にして
16の公企業が民営化された。しかしそれらの産業でも参入規制や価格規
制が残存しているものが少なくなく，多くの規制産業で規制緩和は実質
的に実施されていないという批判を受けている。
　競争構造をもつ規制産業においては企業規模，費用条件が企業間で異
なるので，規制官庁は有効な価格規制を実施できないため当該産業にカ
ルテルを容認し，カルテル価格を申請させてこれを認可しているのが実
情である。また，参入規制は既存企業の保護ないし利益追求の容認とな
っている。規制産業のほとんどにおいてX非効率が大きく，資源配分効
果も良くない。1970年代以降アメリカは競争産業を中心として規制緩和
を進めた。この観点からすると，アメリカ通商代表部の流通業（とくに
大店法規制〉，運輸業（運輸事業法），金融業（銀行業，保険業規制）等
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における参入規制の緩和，撤廃要求は当然出て来るべくして出てきた要
求であったと考えるべきである。
　自然独占分野についてみると，電気，ガス，電気通信等の分野ではネ
ットワーク型供給網を中心として「規模の経済性」や「範囲の経済性」
が享受できるが，最近では小規模分散型エネルギー供給システムが発達
し，各エネルギー間の単位当り価格も従来より接近してきたために，各
エネルギー間競合も強まった。電気通信分野でも大規模ネットワークに
対抗する小規模ネットワークの開発やコンピューター技術を基礎とする
各情報供給システム間の統合が進んだ結果，自然独占性は著しく低下し
た。この結果，電気通信産業では規制緩和が実施されたが，なお参入規
制や価格規制が残っているので，各国とも一層の規制緩和が必要とされ
ている。エネルギー分野でもエネルギー問題競合の進展の結果，規制緩
和の要請が強くなっているので各国とも規制緩和の方向にあると云えよ
う。
　「大店法」と規制下和
　1989年9月に開始された日米構造協議の席上で，アメリカは大型店の
出店を規制して来た大店法の抜本的見直しを求め，日本政府は90年4月，
15年に及ぶこの法律の改正を約束せざるを得なくなった。
　この大店法蘭灯はB興野の経済構造の調整と同時に国内においても
「中央と地方」の関係のあり方に大きな影響を与えることになった。国際
関係と国内関係の双方に大きな影響を及ぼすことになった大店法とはそ
もそも如何なるものであったか。
　1960年代日本が高度成長を遂げる中で，経済成長に伴う所得の上昇は
消費需要の拡大をもたらしたが，60年代から70年代初等にかけて同法の
前身ともいえる百貨店法の規制をくぐりながらダイエーや西友ストアー
（現・西友）などの大型スーパーが全国展開を進めていた。これに対し百
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貨店は違法すれすれの疑似百貨店方式とよばれた大型スーパーの出店方
式を苦々しく思っていた。1956年の第二次百貨店法公布の時には予想で
きなかった経済環境の変化に百貨店や中小小売商は消費者のニーズに対
応できなくなっていた。百貨店や中小小売商は百貨店法を改正するか，
新たな法律を作って大型スーパーの出店も許可制規制しようとするとこ
ろに追い込まれた。百貨店法は「建物主義」をとらず，一販売業者の一
店舗の売り場面積が一定基準を越える場合に規制の対象となる「企業主
義」を採用していた。スーパーはこの店を利用し，同一建物の中に複数
の系列会社，傍系会社を笛店させ，一店舗の面積が規制基準に達しない
ようにする，いわゆる「疑似百貨店」方式によって百貨店法の適用を免
れたのである。
　こうした問題を解決すべく1973年10月「大規模小売店舗における小売
業の事業活動の調整に関する法律」が公布され，74年3月に施行された。
　大店法第一条（目的）は次の如くである。
　「この法律は，消費者の利益の保護に配慮しつつ，大規模小売店舗に
おける小売業の事業活動を調整することにより，その周辺の中小小売業
の事業活動の機会を適正に確保しね小売業の正常な発達をはかり，もっ
て国民経済の健全な進展に資することを目的とする。」というものであ
る。
　最初，通産省をはじめ，行政府側はこの法律に積極的ではなかった。
仮に法改正するにしても消費者のニーズに合わして規制緩和を行おうと
していた。しかし74年3月に施行された大店法はほどなく規制色の強い
改正を行った。第一の原因は経済環境の変化であった。73年10月に日本
をはじめ先進国を襲ったアラブ原油国の原油価格の大幅引き上げは，各
国経済に深刻な打撃を与え，物価高を招いた。日本では消費節約，省エ
ネルギー政策が官民あげて行われた。
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　こうした状況下で中小小売業は大型店の営業時間の短縮等を求め，メ
店法の事実上の強化を狙った。施行当時面積1，500平方メートル（政令推
定都市では3，000平方メートル）以上の面積を有する大型店舗を対象とし
ていた。ところが大店法が調整対象とした1，500平方メートルを下まわる
大型店も地域の中小小売業に打撃を与えるという理由から規制の強化か
各地方自治体で求められるようになった。それが大店法改正の要求運動
に発展し，ついに国会をも動かすことになった。79年5月には1，500平力
メートル以上を第一種大型店とし，500平方メートル～1，500平方メート
ル未満の大型店を第二種大型店として規制対象とした。92年1月の法改
正によって第一種大型店の面積がそれまでの倍の3，000平方メートル（政
令指定都市では6，000平方メートル）に拡大された。79年法改正は大型ス
ーパーの進出にブレーキをかけようとするところにあった。ところが事
態は法改正によっても変化せず大型スーパーの進出意欲は衰えを見せな
かった。大型店を再び改正すべしとの要求が強くなった。地方会議でも
スーパーの出店を歓迎しないことを議会の意思として表明するところも
出てきた。そして全国的に出店凍結宣言が出されることになる。しかし
改正は実際には行われず，通達による行政指導にとどまった。
　そして時代が変わることになる。81年鈴木内閣で開始された行政改革，
規制緩和の動きが出てくる。アメリカのレーガン政権も輸出拡大に意欲
を見せ始め，非関税障壁の一つとして大店法に注目し始めた。86年3月
に中曽根内閣に対し行われた物価安定政策会議の報告は，大店法を始め
国内の各種の規制緩和を求めた。86年政府は「経済構造，商慣行その他
の流通システムの合理化を推進する」と決めた。それを受けて，87年6
月大店審会長によって事実上の出店規制緩和が認められることになっ
た。政府は大店法の規制緩和を行政指導の形で徐々に進めながら第二次
臨調を継いだ新行政改革審議会に公的規制緩和のあり方について諮問
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し，中間報告が88年11月に発表された。しかし，この報告には大店法そ
のものの改正にはふれず，運用の改善にとどまった。通産省は89年6月
に「90年代の流通ビジョン」を発表したが，議論の中心は大店法の改正
は考えずにもっぱら運用改善にとどまった。
　こうして1989年9月日米構造会議でアメリカは大店法の抜本的見直し
を求めてきた。アメリカは数年来日本市場の開放をめぐる協議の場で繰
り返し市場閉鎖性のシンボルであった大店法の撤廃を求めていた。アメ
リカには日本の大店法のように，大型店の出店を全国一律に規制する法
律はない。大型店の出店規制は州レベルで都市計画との関連で行われて
いるに過ぎない。アメリカからすると自由市場経済体制を原理とする日
本が，しかも憲法で職業選択を自由に規定している国で大型店とはいえ，
商店の出店を全国一律に規制している状況は極めて理解に困難であった
ようである。法体系では届け出制となっているにもかかわらず，事実上，
許可制と同様であり，出店まで10年近くかかることもあるということ自
体に不信感を強めた。
　アメリカ政府は89年までに農産物，半導体，建設のような個別問題で
交渉したのでは日本市場を開放させることは不可能であるとの結論に達
していた。個別問題の背後にある社会経済システムの変更が長期的対日
輸出増加のために必要であると考えることになった。大店法こそはその
シンボル的存在であった。89年5月アメリカ政府は88年通商法スーパー
301条を，木材製品，スーパーコンピューター等について発動したが，ス
ーパー301条の対象に指定されれば，USTR（米通商代表部）はアメリ
カ製品が参入しようとしている相手国市場が参入防止しているかどうか
調査し，報復措置を取らねばならなくなる。89年4月時点で米通商代表
部は大店法を301条の適用対象の候補にあげていた。したがってスーパー
301条発動をアメリカ政府が見送る場合は別にその対応策を協議する場
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が必要であった。アメリカの玩具専門の大型店トイザラスの日本進出決
定も絡んでいた。こうした状況のもと90年4月日米合意に達し，特定地
域での大店法の規制撤廃に言及し，規制緩和の手続きの年限を決めた（［5］
2－4ページ）。
その概要は次の如くであった。
　1．（90年）5月中に出店調整期間を一年半以内とし，100平方メート
　　　ル程度の輸入品売り場の新増設を自由化するなど運用を改善す
　　　る。
　2．次期通常国会（91年）出店調整期間をさらに一年に短縮，地方自
　　　治体の独自規制を抑制するなどを盛り込んだ改正法案を提出す
　　　る。
　3．改正から二年後に特定地域での規制撤廃を含め基本的に見直すと
　　　いうものであった。
　こうして94年1月28日，通産省の諮問機関，産業構造審議会流通部門
と中小企業政策審議会流通小委員会の合同会議が大店法の規制緩和を中
間答申した。大店法の規制緩和が具体的に実施される見通しが出てきた。
　最近では出店申請がそのまま認められるケースが6割程度と言われ，
規制は一層弱くなっている。
　ここで繰り返し批判されてきた「商調協」（正式名「商業活動調整協議
会」）についてふれておきたい。
　大型店が大店法にしたがって出店しようとすると，次のような手続き
が必要になる。
　1．第一種大型店が出店しようとすると，第三条に基づき建物設置者
　　　は知事経由で通産大臣（第二種は知事）に届け出を行う。
　2．第五条に基づきその建物内で小売業を営もうとする業者は知事経
　　　由で通産大臣に届け出る。
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現　　在 見直し後
500m2超の店舗は届け出と出店調整500m2超1000m2未満の店舗の調整を
が必要。 原則なくし、届け出だけとする。
ショッピングセンター（500m2）内の 原則として調整対象からはずし、届
テナントの入替えは届け出と調整が け出だけに。
必要。「
テナントの営業譲渡は届け出と調整 原則として届け出だけに。
が必要。
全国のどこかに500m2以下の店を持中小テナント（500m2以下）だけで構
つ流通業界のテナントはどんなに小 成される店舗は原販届け出だけ。
さくとも調整が必要。
大型小売業者の出張販売は届け出が 自由化。
必要。
ショッピングセンターの出店届け出 テナントの一一部が未確定でも出店届
はすべてのテナントが決まっていな け出を認める。
ければならない。
閉店時刻が午後7時より遅い時は届 閉店が午後8時より遅い時は届け出
け出が必要。 が必要。船台な変更は自由。
休業回数が年44回未満の時は届け出 休業が年間24回未満の時は届け出が
が必要。 必要。軽微な変更は自由。
祭りなどのイベントに合わせた閉店 原則として調整対象から除外。
時刻の延長、休業日数の変更は届け
出、調整が必要。
出店調整終了後1年間は新たな届け ある程度の緩和を図る。
出は認めない。
（1994年1月29日，朝日新聞｝
3．小売業者の届け出が行われると，通産大臣は学識経験者から構成
　　される大規模小売店舗審議会に出店による周辺地域への影響の度
　　合いにういて諮問する。
4．大店審は，大型店が出店を予定する地域の商工会議所に対して，
　　出店による影響度について諮問する。
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　5．商工会議所は大店審に具申するために，会頭の諮問機関である商
　　　調協に地元の意見集約を求める。商調協は学識経験者，消費者代
　　　表，小売業者の代表で構成され，地方によっては通産局，県，市
　　　それぞれの関連戦野の代表者が特別委員となって会長を補佐す
　　　る。
　この結論が会議所会頭に報告され，会議所全体の了解のもとで，大店
審に具申され，通産大臣に報告される。大臣は出店の可否．条件につい
て勧告命令する権限を持つ。
　この全体の法体系で何が問題となったかといえば，商工会議所会頭が
商調協に諮問する部分である。商調協の存在は大店法上明記され，なかっ
た。にもかかわらず商調協が重要な役割を果たすことになったのは，通
産省の行政指導によってであった。最初，通達レベルにあったが82年の
規制強化の過程で省令に格上げされた。
　大店法は大型店の出店を全体一律に規制する一方，実際の調整は出店
予定地域に委ねるという二重の性格を持っていた。大店法の運用をめぐ
る自民党，通産省，業界という中央政治と，地方への進出を目論むスー
パー業界にたいして地元中小小売り業者との問に生じた利害対立が地方
政治に反映し，複雑な様相を呈したのである。この矛盾に晒されたのが
商調協であった。
　おそらく大店法の主旨そのものは法的に一貫していたと考えられる。
問題は五条提出前に「事前説明」「事前商調協」が置かれた点である。大
店法に書かれていない。事前説明とは大型店の地元に対する出店計画の
説明の場であり，事前商調協とは出店計画が受け入れられた場合に，建
物設置のための三条届け出を待って行われる店舗面積，開店日，休業日
数，閉店時刻の四項目について調整する場であった。本来なら調整四項
目については正式商調協で審議されるはずのものであったが，業者の五
　12
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条届け出前に事前商調協として調整されることになった。
　ここで事前説明を終えなければ大型店の三条届け出は困難であり，事
前商調協を引き延ばせば五条届け出を行えず，出店を遅らせることがで
きるようになった。事前説明，事前商調協の場こそ行政指導ができる場
であった。業者と地元商店街の利害を直接調整するのは地元商工会議所
であるが（三者協議），その背後で通産局が指導するシステムになってい
る。
　この結果が正式な商調協に持ち込まれ調整四項目について審議される
ことになる。当然小売業者代表と消費者代表の利害は対立することが多
くなる。この代表を委員として選ぶのは商工会議所であり，人選は地元
の意向を代表しうるという側面とそれを超えて地域全体の発展という立
場で審議するという側面を持つ。まさに地域民主々義の可能性が問われ
る場であった。
　当然利害対立が渦巻くことになる。そこで学識経験者からなる専門委
員の存在と会長・副会長のリーダーシップが重要になる。会長・副会長
が地域の状況に精通しているとともに，利害対立から中立であることが
求められる。そして調整を科学的根拠によって行う方針を通産省は持っ
ており，大型店出店による周辺への影響度を予測するハフモデルがより
どころとなった。しかしモデルのデーターとなる商業データーが地方で
は整備されておらず，さらにモータリゼーションによる地域の急激な変
化に対応しうる商圏調査は困難であった。全国的に規制が厳しい時は出
店者に厳しい調整結果が出され，規制緩和の時はゆるやかな結審となる
というものであった。
　さらに地方においては消費者と商業者という分け方そのものがなじま
ないという問題があった。ある局面での消費者が別の局面では商業者と
なる。生活者という次元で大都市に比べて未分化であり，明確な理念に
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基づいて調整することは原理的に困難であった。
　このような商調協はアメリカから見て不合理なものであるように見え
ただけでなく，国内に於ても中央の学者や大型店の経営者から批判の対
象にされた。そしてついに92年1．月31日から商調協が廃止されたのであ
る。その後審査は大店審に一本化されることになった。これまでの大店
審と違って，中央の大店審の下に北海道，東北，関東，中部，近畿，中
国，四国，九州，沖縄ブロックに審議部会が設置され，その下に各県ご
とに審査会が置かれることになった。大店審は学識経験者，小売業者及
び消費者団体から一ヵ月半を限度に意見徴収を行う一方，必要に応じて
最長四ヵ月間商工会議所または商工会への地元意見集約を依頼する。法
改正後は商工会議所等による地元意見集約は四ヵ月に限られている。中
小商業者が自ら利益を守るために審議を引き伸ばすことは出来なくなっ
た。自分たちの利益を自分たちの力で守ることが出来なくなったのであ
る。
　このようにして，地方の中小商業者もまた中央の巨大企業との競争さ
らには国際競争の嵐のなかに投げ込まれることになったのである。
2．「平岩レポート」（経済改革研究会）の規制緩和案
　こうした流れの中で細川首相の指摘諮問期間である「経済改革研究会」
（座長・平岩経団連会長）は1993年11月8日規制緩和に関する中間報告を
決定し，首相に提出した。続いて12月16日最終報告をまとめ，細川首相
に提出した。
　中間報告の骨子
　「経済改革研究会は，経済構造の改革をいかに進めるかの検討を続けて
いるが，改革の中で占める規制緩和の重要性に鑑み，その基本的考え方
をまとめ，ここに中間報告として内閣総理大臣に報告する」として，以
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下の事項を提案した。
　1．なぜ規制緩和が必要なのか。
　2．規制緩和をどう考えるか。
　3．規制緩和の効果を高めるために。
　4．これからの進め方。
1　なぜ規制緩和が必要なのか
規制緩和と地域経済
　公的規制はこれまで商業の発展と国民生活の安定にそれなりに寄与し
てきた。しかし今ではかえって経済社会の硬直性を強め，今後の経済社
会構造の変革を妨げる面が強まっている。したがってこれら公的規制は
抜本的に見直されるべきである。
　規制緩和によって企業には新しいビジネスチャンスが与えられ，雇用
も拡大し，消費者には多様な商品・サービスの選択の幅を広げる。内外
価格差の縮小にも役立つ。同時に，それは内外を通じた自由競争を促進
し，わが国経済社会の透明性を高め，国際的に調和の取れたものとする。
2　規制緩和をどう考えるか
　イ　経済的規制は「原則自由，例外規制」を基本とする。
　ロ　社会的規制は最小限にして，「自己責任」を原則にする。
　経済的規制の中で需給調整の観点から行われている参入規制，設備規
制，輸入規制および価格規制については，できるだけ早い時期に廃止す
ることを基本とする。
　例外規制のものについては，「公正，簡素，透明性の原則」を中心とす
る。
　社会的規制の中で安全・健康の確保，環境の保全，災害の防除などの
社会的見地から行われる規制は不断に見直しを勧め，本来の政策目的に
沿った必要最小限の規制内容とし，透明な運用を行う。
　経済的規制の中で需給調整の観点で行われてきた規制と社会的規制以
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外で重要な領域として，金融，証券，保険に係わる規制と土地，住宅に
係わる規制がある。
　金融，証券，保険に係わる規制については自己責任原則を重視した競
争原理の徹底を図るため規制の一層の緩和を行う。
　土地，住宅に係わる規制についてはそれぞれの規制目的に沿った必要
最小限の物とする。とくに適正な土地利用に配慮して地域の活性化，．良
好な都市環境の形成，優良な住宅供給のため，用途利用規制，容積率等
の規制の見直し，運用の弾力化を図る。許認可のための期間短縮，事務
の簡素化を図る。
3　規制緩和の効果を高めるために
　独占禁止法の厳正運用を徹底する。再販売価格維持制度，個別法によ
る適用除外カルテルは5年以内に原則撤廃する。内外事業者についての
参入制限，事業活動制限その他競争制限的行為の排除を徹底するため，
事業者団体に対するガイドラインを改定する。
　規制緩和を促進するため，製造物責任（PL）制度を含む総合的消費
者被害防止・救済制度の確立を急ぐ。
　規制および行政指導の運用の迅速性，透明性を確保するため，「行政手
続法」の的確な運用を図る。
　規制の迅速で透明な運用を図り，民間負担の軽減を図るため，届出，
申請に係わる手続の簡素化，提出資料の削減に努めるとともに，諸手続
きの電子情報化を進める。
　同一の対象に対し複数の法律や象徴が関連する規制については，内容
の整合化や一元化を図り，国民の負担を軽減する。
　政府は地方公共団体に対し，政府に準じ規制緩和を積極的に推進する
よう要請する必要がある。
4　実施方法
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　政府は内閣総理大臣を中心とする強力な推進本部を内閣に設置し，全
般的な規制見直し作業に着手する。
　結論の得られるものは本年中（1993年）に結論を出し，本年中に結論
を得られないものは平成6年度内に期限5年とする「規制緩和推進計画」
（アクション・プログラム）を策定する。
　規制を実効あるものにするため，法律に基づき強力な第三者機関を設
置する。
　政府は規制に関する情報を国民に提供するため，「規制緩和白書」（仮
称）を作成する。
　この中間報告に対し「第三者機関」の性格がはっきりしないという批
判がなされた。
　そこで最終報告では「規制緩和の実効をあげるために」規制緩和に関
して「勧告権」を有し，自らの事務局を持った強力な第三者機関の立法
化を急ぐ。」とし，「独占禁止法，行政手続法を厳格に運用し，PL法（製
造物責任法）を含め総合的消費者被害防止・救済制度を確立し，また情
報公開の促進のための措置を急ぐ。」とした。
　そして「中間報告」より一歩進めて，明確な重点政策を表明した。・
　土地・住宅および関連分野の規制緩和による土地の有効利用・適正利
用と住宅建設の促進。
　流通等の非効率産業分野の規制緩和による内外価格差の縮小。
　農業における生産・流通の規制緩和による市場メカニズムの活用。
　輸入関連の規制緩和による輸入拡大。
　情報・通信分野など新規産業の創出を刺激するような規制の緩和。
　つまり，土地・住宅関連，流通分野，農業分野，輸入関連分野，情報・
通信分野が重点項目として政策課題に上げたのである。
　この「平岩レポート」は「前川レポート」とよく比較される。故前川
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春雄氏を座長とする国際協調のための経済構造調整研究会が中曽根首相
（当時）に昭和61年（1986年）4月にレポートを提出した。そこで「いま
やわが国は従来の経済政策および国民生活のあり方を歴史的に転換させ
る時期を迎えている」と報告した。
　この「前川レポート」を受けて宮沢政権は「生活大国」をスローガン
として掲げ，「生活大五か年計画」を発表した。ゆとりある生活と生活の
質的向上がテーマとなった。今回の「平岩レポート」も基本的に「前川
レポート」と同じ状況認識に立っているというようである。
　このような流れからするとき，これから国際経済秩序をどのように構
築していくかということと，国内的には企業のエネルギーを回復させる
ために規制という「重いヨロイ」を脱ぎ捨てることが必要であるという
ことと，輸出型経済から内需型経済に構造転換することが求められてい
る。
3．むすび一地域経済に及ぼす規制緩和の意味一
　戦後日本経済の急速な成長は東京を中心とする首都圏の一局集中をも
たらし「中央」と「地方」の深刻な分会を生み出した。そして高度成長
の曲がり角に立った大企業は地方に進出し始め，地方の経済と厳しい対
立を生み出した。この対立の中で地方の危機意識から「大店法」が制定
され，「商調協」が中心的な役割を果たす中で，大企業と地方の中小商業
者が対等に対峙しうる可能性が追求された。
　しかし日米経済対立が激化する中で，「商調協」がスケープ・ゴートに
され「大店法」が経済規制の象徴的存在にされた。この国際的経済対立
の中で，もはや地方にはいかなる防御手段もなくなった。
　そしてこれから地方の再編成が急速に進み，中央と地方，地方におけ
る地域間競争が激化するであろう。
　18
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地域間競争の問題については次の稿に譲りたい。
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